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（訂正）「2022 年 12 月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について 

 

2022 年８月 10 日に公表しました「2022 年 12 月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」につきまして、下

記のとおり訂正がありましたのでお知らせいたします。 

記 

１．訂正の経緯 

 2022 年８月 10 日付「2022 年 12 月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の公表後に、記載内容の一部に

誤りがあることが判明いたしました。「継続企業の前提に関する注記事項」として記載すべき内容を「その他 継続企

業の前提に関する重要事象等」の項目に誤って記載をしていたため、これを訂正いたします。 

２．訂正内容 

訂正箇所には＿＿（下線）を付けて表示しております。 

 

 以 上 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記 

（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

 

（訂正前） 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

 該当事項はありません。 

 

（訂正後） 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

 当社グループは、当第２四半期連結累計期間において、事業ドメインの選択と集中に伴い、事業再編を行ってお

り、また、各事業セグメントの収益性の安定性化及びグループ全体の抜本的なコスト見直しを図っております。 

 当第２四半期において、昨年より強化を開始したシステムイノベーション事業におけるAWS・Salesforce部門の売

上高の増加や、ディベロップメント事業における引渡し案件に対するコンサルティング契約の獲得等があったもの

の、システムイノベーション事業において、AWS・Salesforce部門収益性の安定化を図るべく57名の人員強化を行

い、獲得・教育にかかる費用を計上していること等から販売費及び一般管理費を圧迫し、営業損失を計上いたしまし

た。 

 これらの結果、営業損失178百万円、経常損失164百万円、親会社株主に帰属する四半期純損失165百万円を計上い

たしました。 

 当社グループは、当該事象をいち早く解消すべく、今後については、引き続き事業再編に取り組み、各事業セグメ

ントの収益性の安定化及びグループ全体の抜本的なコスト見直しを図り費用削減を推進してまいります。 

 システムイノベーション事業においては、収益力の高いシステム開発案件の受託数増加に注力するとともに、専門

性の高いエンジニアの育成に注力しながら収益獲得に向け、協力会社の新規開拓や連携強化を実施し、システムイン

テグレーション事業への営業活動の見直し及び人員強化による収益基盤の拡充に向けた事業基盤の構築に取り組んで

まいります。 

ディベロップメント事業においては、ファイナンス紐づき案件を集中的に取り組むことによりキャッシュ・フローを

改善し、エンターテインメント事業においては、ブロックチェーン技術を用いたＮＦＴ関連事業においてゲーミング

アプリケーションの開発等、成長市場においてこれまでに獲得してきた開発ノウハウで収益の獲得に取り組んでまい

ります。 

このような状況から、継続企業の前提に関する重要事象等の状況が存在しており、当社グループは当該状況を解決す

べく具体的な対応策を実施するものの、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

 なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響 

を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 
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（訂正前） 

 

３．その他 

継続企業の前提に関する重要事象等 

 当社グループは、当第２四半期連結累計期間において、事業ドメインの選択と集中に伴い、事業再編を行ってお

り、また、各事業セグメントの収益性の安定性化及びグループ全体の抜本的なコスト見直しを図っております。 

 当第２四半期において、昨年より強化を開始したシステムイノベーション事業におけるAWS・Salesforce部門の売

上高の増加や、ディベロップメント事業における引渡し案件に対するコンサルティング契約の獲得等があったもの

の、システムイノベーション事業において、AWS・Salesforce部門収益性の安定化を図るべく57名の人員強化を行

い、獲得・教育にかかる費用を計上していること等から販売費及び一般管理費を圧迫し、営業損失を計上いたしまし

た。 

 これらの結果、営業損失178百万円、経常損失164百万円、親会社株主に帰属する四半期純損失165百万円を計上い

たしました。 

 当社グループは、当該事象をいち早く解消すべく、今後については、引き続き事業再編に取り組み、各事業セグメ

ントの収益性の安定化及びグループ全体の抜本的なコスト見直しを図り費用削減を推進してまいります。 

 システムイノベーション事業においては、収益力の高いシステム開発案件の受託数増加に注力するとともに、専門

性の高いエンジニアの育成に注力しながら収益獲得に向け、協力会社の新規開拓や連携強化を実施し、システムイン

テグレーション事業への営業活動の見直し及び人員強化による収益基盤の拡充に向けた事業基盤の構築に取り組んで

まいります。 

ディベロップメント事業においては、ファイナンス紐づき案件を集中的に取り組むことによりキャッシュ・フローを

改善し、エンターテインメント事業においては、ブロックチェーン技術を用いたＮＦＴ関連事業においてゲーミング

アプリケーションの開発等、成長市場においてこれまでに獲得してきた開発ノウハウで収益の獲得に取り組んでまい

ります。 

このような状況から、継続企業の前提に関する重要事象等の状況が存在しており、当社グループは当該状況を解決

すべく具体的な対応策を実施するものの、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま

す。 

 なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響 

を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

 

（訂正後） 

 

３．その他 

継続企業の前提に関する重要事象等 

 該当事項はありません。 

 


